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の
れ
ん
の
非
償
却
の
公
聴
会
、初
開
催

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ・の
れ
ん
非
償
却
公
聴
会

会
　
　
計

去
る
8
月
12
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
５
２
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
（
第
１
回
「
の
れ
ん
の

非
償
却
の
導
入
及
び
の
れ
ん
償
却
費

計
上
区
分
の
変
更
」
に
関
す
る
公
聴

会
）
を
開
催
し
た
。

本
公
聴
会
は
、
の
れ
ん
の
非
償
却

の
導
入
お
よ
び
の
れ
ん
償
却
費
計
上

区
分
の
変
更
（
以
下
、「
本
テ
ー
マ
」

と
い
う
）
の
提
案
に
よ
り
会
計
基
準

と
し
て
改
善
が
見
込
ま
れ
る
か
ど
う

か
に
つ
い
て
、
関
係
者
か
ら
意
見
聴

取
を
実
施
す
る
も
の
で
あ
り
、
親
委

員
会
に
お
け
る
通
常
の
審
議
と
異
な

り
、
親
委
員
会
お
よ
び
委
員
が
本

テ
ー
マ
に
関
し
て
判
断
や
評
価
を
行

う
も
の
で
は
な
く
、
関
係
者
か
ら
の

意
見
聴
取
の
結
果
を
企
業
会
計
基
準

諮
問
会
議
に
報
告
す
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
実
施
す
る
も
の
で
あ
る
。

意
見
聴
取

野
間
幹
晴
・
一
橋
大
学
大
学
院
経

営
管
理
研
究
科
教
授
、芦
澤
美
智
子
・

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
経
営
管
理
研

究
科
准
教
授
よ
り
、
本
テ
ー
マ
に
関

す
る
意
見
聴
取
が
さ
れ
、
質
疑
応
答

が
行
わ
れ
た
。

野
間
教
授
か
ら
は
、
次
の
よ
う
な

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
や
実
証
研
究
の
結

果
の
紹
介
が
さ
れ
た
。

・
の
れ
ん
の
会
計
処
理
に
関
し
て
、

大
企
業
で
は
非
償
却
を
選
好
す
る

企
業
は
少
数
で
あ
る
。

・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
で
は
の
れ

ん
の
規
則
的
償
却
は
Ｍ
＆
Ａ
を
検

討
す
る
う
え
で
の
障
害
と
な
っ
て

い
る
企
業
が
多
数
を
占
め
て
い
る
。

ま
た
、
の
れ
ん
償
却
負
担
の
た
め

Ｍ
＆
Ａ
を
断
念
し
た
こ
と
が
あ
る

企
業
は
お
よ
そ
半
数
。

・
米
国
で
行
わ
れ
た
の
れ
ん
の
減
損

処
理
を
め
ぐ
る
実
証
研
究
で
、
経

営
者
は
の
れ
ん
を
タ
イ
ム
リ
ー
に

減
損
し
て
い
な
い
こ
と
を
示
唆
し

た
結
果
が
得
ら
れ
た
。

ま
た
、
芦
澤
准
教
授
か
ら
は
、
Ｍ

＆
Ａ
を
め
ぐ
る
状
況
の
観
点
か
ら
意
見

が
陳
述
さ
れ
、
現
在
は
日
本
で
も
Ｍ
＆

Ａ
が
大
規
模
に
な
っ
て
き
て
お
り
、
Ｍ

＆
Ａ
が
企
業
の
成
長
の
礎
と
な
る
な

か
、
の
れ
ん
の
償
却
が
Ｍ
＆
Ａ
の
足
か

せ
と
な
っ
て
い
る
と
の
意
見
が
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
か
ら
多
く
聞
か
れ
て
お
り
、

政
府
の
骨
太
方
針
や
「
新
し
い
資
本
主

義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計

画
」
な
ど
で
Ｍ
＆
Ａ
支
援
が
取
り
上

げ
ら
れ
て
い
る
現
状
が
説
明
さ
れ
た
。

質
疑
応
答

委
員
か
ら
は
、
本
テ
ー
マ
へ
の
賛

否
に
つ
い
て
質
問
が
あ
り
、
野
間
教

授
は
「
非
償
却
導
入
に
賛
成
。
実
証

研
究
か
ら
み
ら
れ
る
裁
量
的
な
企
業

行
動
を
ど
う
防
ぐ
か
が
重
要
。
具
体

的
に
は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
強
化
が
あ

る
が
、
従
来
か
ら
会
計
上
の
見
積
り

が
あ
り
、
こ
れ
に
追
加
す
る
こ
と
で

可
能
」
と
の
回
答
が
あ
っ
た
。

償
却
・
非
償
却
の
選
択
制
に
つ
い

て
は
、
野
間
教
授
は
「
整
合
性
が
保

て
な
い
の
で
反
対
」、
芦
澤
准
教
授

は
「
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
観
点
か
ら
次

善
の
策
と
し
て
あ
り
得
る
が
日
本
基

準
間
の
比
較
が
難
し
い
の
で
積
極
的

に
賛
成
は
で
き
な
い
」
と
の
回
答
が

あ
っ
た
。

排
出
量
取
引
制
度
の
会
計
処
理
、新
規

テ
ー
マ
へ
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

９月１０日（水）まで

９月３０日（火）まで

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和７年８月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（令和７年７月期分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税（法人事業所税）・法人住民
税

③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（令和７年６月期）
２カ月延長法人（令和７年５月期）
④　消費税・地方消費税の確定申告（１カ月ごと）（７月期）
⑤　消費税・地方消費税の確定申告（３カ月ごと）（１月、４月、７月、１０
月期）

⑥　法人の中間申告（半期・１月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑦　消費税・地方消費税の中間申告納付
直前期年税額４，８００万円超のとき　１カ月ごと（７月期を除く）
直前期年税額４００万円超のとき　３カ月ごと（１月、４月、１０月期）

①　源泉所得税には復興特別所得税の
額を含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期間）の
終了日は各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特例は
適用後２年間継続が要件である。

去
る
８
月
12
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
５
３
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
以
下
の
と
お
り
。
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立
場
の
違
い

弁
護
士 

白
川　

敬
裕

経
理
に〝
効
く
効
く
〟

法
律
雑
学

自
分
と
完
全
に
同
じ
身
体
を
持

ち
、
生
ま
れ
て
こ
の
方
、
ま
っ
た
く

同
じ
時
間
を
た
ど
っ
た
人
は
、
こ
の

世
に
１
人
も
い
ま
せ
ん
。

日
常
の
生
活
や
仕
事
の
な
か
で
、

「
あ
の
人
の
考
え
方
は
、
間
違
っ
て

い
る
！
」、「
あ
の
人
は
、
私
の
気
持

ち
を
わ
か
っ
て
く
れ
な
い
！
」
と
思

う
こ
と
が
あ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
考
え
て
み
れ
ば
、
人
そ

れ
ぞ
れ
、
身
体
が
異
な
り
、
過
ご
し

て
き
た
時
間
も
違
う
の
で
す
か
ら
、

感
じ
方
や
考
え
方
が
完
全
に
一
致
す

る
こ
と
は
な
い
の
で
す
。

離
婚
の
原
因
と
し
て
、
よ
く
「
性

格
の
不
一
致
」
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
が
、

性
格
が
一
致
す
る
こ
と
は
そ
も
そ
も

あ
り
得
ま
せ
ん
し
、
む
し
ろ
、
性
格

が
違
う
か
ら
こ
そ
、
お
互
い
に
惹
か

れ
あ
う
こ
と
も
あ
る
の
で
は
な
い
で

し
ょ
う
か
。

法
的
思
考
力
（
リ
ー
ガ
ル
マ
イ
ン

ド
）
を
要
す
る
場
合
は
も
ち
ろ
ん
、

日
常
の
議
論
に
お
い
て
も
、「
考
え

方
や
価
値
観
は
、
み
ん
な
違
っ
て
い

る
こ
と
」、「
人
に
よ
っ
て
見
え
て
い

る
世
界
が
違
う
こ
と
」
を
念
頭
に
置

く
こ
と
が
大
切
で
す
。

議
論
は
、
事
物
に
対
す
る
認
識
、

考
え
方
や
価
値
観
が
対
立
す
る
場
面

で
必
要
と
な
る
か
ら
で
す
。

「
孫
子
」
と
い
う
中
国
最
古
の
兵
書

に
「
彼
を
知
り
己
を
知
れ
ば
、
百
戦

し
て
殆
（
あ
や
う
）
か
ら
ず
」
と
い

う
有
名
な
言
葉
が
あ
り
ま
す
が
、実
は

「
孫
子
」
に
は
、
そ
の
根
拠
の
１
つ

と
し
て「
以
て
戦
う
可
き
（
べ
き
）と
、

以
て
戦
う
可
か
ら
ざ
る
（
べ
か
ら
ざ

る
）
と
を
知
る
者
は
勝
つ
」
と
書
か

れ
て
い
ま
す
。
戦
う
べ
き
と
き
だ
け

戦
う
。
そ
の
た
め
に
は
、
彼
（
相
手
）

の
こ
と
を
知
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

紛
争
を
解
決
す
る
場
合
や
議
論
が

必
要
と
な
っ
た
場
合
は
、「
相
手
に

は
、
ど
ん
な
世
界
が
見
え
て
い
る
の

だ
ろ
う
？
」
と
い
う
問
い
が
重
要
と

な
り
ま
す
。

人
の
違
い
だ
け
で
な
く
、「
立
場
」

の
違
い
に
よ
っ
て
も
、
世
界
の
見
え

方
は
変
わ
り
ま
す
。

た
と
え
ば
、
裁
判
官
、
検
察
官
、

弁
護
士
は
、刑
事
裁
判
の
な
か
で
「
立

場
」
が
違
い
ま
す
。

検
察
官
は
、
参
考
人
か
ら
の
事
情

聴
取
、
現
場
検
証
、
被
疑
者
の
取
り

調
べ
な
ど
の
捜
査
を
尽
く
し
、
有
罪

と
認
識
し
て
裁
判
所
に
起
訴
し
ま

す
。
こ
れ
に
対
し
、
弁
護
人
は
、
被

告
人
と
接
見
し
て
「
自
分
は
犯
人
で

は
な
い
」
と
告
げ
ら
れ
れ
ば
、
無
罪

と
認
識
し
て
弁
護
活
動
を
行
い
ま

す
。他

方
、
裁
判
官
は
、
法
廷
に
提
出

さ
れ
た
証
拠
だ
け
を
見
て
、
有
罪
か

無
罪
か
の
認
識
を
形
成
し
て
い
き
ま

す
。司

法
試
験
に
合
格
し
た
後
の
司
法

修
習
で
は
、
法
曹
三
者
の
立
場
の
違

い
（
見
え
方
の
違
い
）
を
体
験
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

裁
判
官
、
検
察
官
、
弁
護
士
の
こ

と
を
総
じ
て
「
法
曹
三
者
」
と
い
い

ま
す
。
法
曹
三
者
に
な
る
に
は
、「
司

法
試
験
」
に
合
格
し
た
後
、「
司
法
修

習
」
と
い
う
実
務
研
修
を
経
て
、「
司

法
修
習
生
考
試
（
俗
に
「
二
回
試
験
」

と
呼
ば
れ
る
最
終
試
験
）」
に
合
格

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

司
法
修
習
で
は
、全
国
各
地
の
「
裁

判
所
（
民
事
部
と
刑
事
部
）」、「
検

察
庁
」、「
弁
護
士
事
務
所
」
に
２
カ

月
ず
つ
配
属
さ
れ
、
実
際
の
事
件
に

接
し
な
が
ら
、
法
曹
三
者
そ
れ
ぞ
れ

の
立
場
を
体
験
す
る
「
実
務
修
習
」

が
実
施
さ
れ
ま
す
。
さ
ら
に
、
司
法

研
修
所
と
い
う
学
校
に
全
員
が
集
ま

り
、
ク
ラ
ス
ご
と
に
５
科
目
（「
民

事
裁
判
」、「
刑
事
裁
判
」、「
検
察
」、

「
民
事
弁
護
」、「
刑
事
弁
護
」）
の
授

業
が
実
施
さ
れ
る
「
集
合
修
習
」
も

行
わ
れ
ま
す
。

裁
判
官
、
検
察
官
、
弁
護
士
い
ず

れ
の
道
に
進
む
者
に
対
し
て
も
同
じ

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
行
わ
れ
、
そ
れ
ぞ

れ
の
立
場
か
ら
の
事
件
の
見
方
を
学

ぶ
の
で
す
。

新
規
テ
ー
マ
の
提
言
へ
の
対
応

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
５
年
８

月
10
日
号
（
№
１
７
５
１
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
で
、
企
業
会
計

基
準
諮
問
会
議
か
ら
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
に
対

し
て
、「
排
出
量
取
引
制
度
に
係
る

会
計
上
の
取
扱
い
」
の
新
規
テ
ー
マ

の
提
言
が
行
わ
れ
た
こ
と
を
受
け
、

対
応
方
針
案
が
審
議
さ
れ
た
。

企
業
会
計
基
準
諮
問
会
議
か
ら
の

提
言
は
次
の
と
お
り
。

排
出
量
取
引
制
度
の
法
定
化
が
進

め
ら
れ
て
い
る
な
か
、
法
的
義
務
を

伴
う
排
出
量
取
引
制
度
の
対
象
事
業

者
の
会
計
処
理
の
検
討
を
提
言
す
る
。

具
体
的
に
想
定
さ
れ
る
論
点
と
し
て

次
が
示
さ
れ
て
い
る
。

⑴　
排
出
枠
の
取
得
に
係
る
会
計
処
理

（
資
産
の
認
識
お
よ
び
測
定
）

⑵　
排
出
枠
償
却
時
点
で
、
排
出
実

績
と
等
量
の
排
出
枠
を
保
有
す
る

義
務
に
係
る
会
計
処
理
（
負
債
の

認
識
お
よ
び
測
定
や
引
当
金
の
計

上
）

⑶　
開
示
要
求
事
項

な
お
、
実
務
対
応
報
告
15
号
「
排

出
量
取
引
の
会
計
処
理
に
関
す
る
当

面
の
取
扱
い
」
で
整
理
さ
れ
て
い
る

排
出
量
取
引
の
会
計
処
理
と
今
回
の

検
討
と
の
関
係
も
整
理
す
る
。

事
務
局
か
ら
は
、
本
提
言
を
新
規

テ
ー
マ
と
す
る
方
針
案
が
示
さ
れ
た
。

な
お
、
詳
細
を
定
め
る
政
省
令
が

未
確
定
で
あ
る
た
め
、
ま
ず
法
律
に

規
定
さ
れ
る
制
度
の
概
要
の
理
解
と

実
務
対
応
報
告
15
号
と
の
関
係
の
整

理
か
ら
検
討
を
開
始
す
る
こ
と
と

し
、
具
体
的
な
会
計
処
理
お
よ
び
開

示
に
関
す
る
検
討
に
つ
い
て
は
、
詳

細
が
明
ら
か
と
な
っ
た
後
に
検
討
を

開
始
す
る
。
ま
た
、
実
務
対
応
専
門

委
員
会
で
対
応
す
る
。

委
員
か
ら
異
論
は
聞
か
れ
ず
、
新
規

テ
ー
マ
と
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
。

金
融
資
産
の
減
損

第
２
４
３
回
金
融
商
品
専
門
委
員

会
（
２
０
２
５
年
８
月
20
日
・
９
月

１
日
合
併
号
（
№
１
７
５
２
）
情
報

ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）に
引
き
続
き
、

金
融
資
産
の
減
損
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

お
け
る
審
議
が
行
わ
れ
た
。

⑴　
経
過
措
置

改
正
金
融
商
品
会
計
基
準
等
の
適

用
初
年
度
に
お
け
る
経
過
措
置
に
つ

い
て
、
検
討
が
行
わ
れ
た
。

①　
ス
テ
ッ
プ
２
を
採
用
し
た
場
合

ス
テ
ッ
プ
２
（
信
用
リ
ス
ク
に
関

す
る
デ
ー
タ
の
整
備
が
な
さ
れ
て
い

る
金
融
機
関
の
貸
付
金
に
適
用
さ
れ

る
会
計
基
準
の
開
発
）に
つ
い
て
は
、

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
「
金
融
商
品
」
の
経

過
措
置
に
関
す
る
定
め
を
ベ
ン
チ

マ
ー
ク
と
し
て
検
討
を
行
う
。

ⅰ　
遡
及
適
用

事
務
局
か
ら
、
遡
及
適
用
に
関
す
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公
開
草
案「
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
の
開

示
に
対
す
る
修
正
」に
対
応
す
る
気
候

関
連
開
示
基
準
の
改
正
へ
の
対
応
、検

討
─
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

去
る
８
月
18
日
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
第

56
回
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
基
準
委
員

会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
公
開
草
案
「
温
室
効
果

ガ
ス
排
出
の
開
示
に
対
す
る
修
正

―
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
２
号
の
修
正
案
」に

対
応
す
る
気
候
関
連
開
示
基
準
の

改
正

⑴　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
め
方

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
は
２
０
２
５
年
４
月
28

日
に
公
開
草
案
「
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
の
開
示
に
対
す
る
修
正
―
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ 
Ｓ
２
号
の
修
正
案
」
を
公
表
し
、

本
年
中
に
修
正
案
を
確
定
す
る
こ
と

を
目
標
と
し
て
い
る
。
事
務
局
は
、

当
該
修
正
に
対
応
し
た
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基

準
に
お
け
る
取
扱
い
の
検
討
に
つ
い

て
次
の
よ
う
に
提
案
し
た
。

　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
２
号
の
修
正
が
公
表

さ
れ
る
前
に
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
に
お
い
て
当

該
修
正
案
に
対
応
す
る
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基

準
の
改
正
を
検
討
す
る
の
は
ど
う
か
。

ま
た
、
そ
の
場
合
、
当
面
の
タ
イ
ム

ラ
イ
ン
は
次
の
と
お
り
と
し
、
Ｉ
Ｓ

Ｓ
Ｂ
ボ
ー
ド
会
議
に
お
け
る
議
論
に

応
じ
て
適
宜
見
直
す
こ
と
で
ど
う
か
。

①　
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
の
公
開
草
案
の
提
案

の
ま
ま
確
定
さ
れ
る
蓋
然
性
が
相

応
に
高
い
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
論

点
（
後
述
⑵
）
か
ら
検
討
を
開
始

す
る
。

②　

そ
の
他
の
論
点
に
つ
い
て
は
、

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
ボ
ー
ド
会
議
に
お
け
る

提
案
の
再
定
義
と
並
行
し
て
検
討

を
進
め
る
。

③　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
２
号
の
修
正
の
確

定
が
公
表
さ
れ
た
後
可
及
的
速
や

か
に
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
改
正
を
提

案
す
る
公
開
草
案
を
公
表
す
る
こ

と
を
目
途
と
す
る
。

委
員
か
ら
は
賛
意
が
聞
か
れ
た
。

⑵　
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
の
公
開
草
案
の
提
案

の
ま
ま
確
定
さ
れ
る
蓋
然
性
が
相

応
に
高
い
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
論

点
の
検
討

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
の
公
開
草
案
で
提
案
さ

れ
た
次
の
論
点
（
２
０
２
５
年
６
月

１
日
号
（
№
１
７
４
４
）
情
報
ダ
イ

ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
つ
い
て
は
、
Ｓ

Ｓ
Ｂ
Ｊ
も
賛
同
す
る
旨
の
コ
メ
ン
ト

を
す
で
に
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｉ

Ｓ
Ｓ
Ｂ
ボ
ー
ド
会
議
に
お
い
て
も
幅

広
く
支
持
さ
れ
て
お
り
、
公
開
草
案

の
提
案
の
内
容
を
維
持
し
た
ま
ま
確

定
さ
れ
る
蓋
然
性
が
高
い
と
考
え
ら

れ
る
と
し
て
、
次
の
修
正
提
案
が
示

さ
れ
た
。

①　
「
温
室
効
果
ガ
ス
プ
ロ
ト
コ

ル
の
企
業
算
定
及
び
報
告
基
準

（
２
０
０
４
年
）」（
Ｇ
Ｈ
Ｇ
プ
ロ
ト

コ
ル
）の
使
用
に
対
す
る
法
域
別

の
救
済
措
置

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
は
Ｇ
Ｈ
Ｇ
プ
ロ
ト
コ
ル

と
は
異
な
る
測
定
方
法
を
用
い
る
こ

と
が
で
き
る
と
す
る
容
認
規
定
の
明

確
化
を
提
案
し
て
い
た
。

事
務
局
は
、
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
の
公
開
草

案
で
提
案
さ
れ
て
い
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
２
号
29
項
⒜
ⅱ
、
Ｂ
24
項
の
修
正

と
整
合
的
に
気
候
基
準
の
49
項
を
改

正
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
。

委
員
か
ら
は
、賛
意
が
聞
か
れ
た
。

②　
地
球
温
暖
化
係
数
の
数
値
に
つ

い
て
の
法
域
別
の
救
済
措
置
の
適

用
可
能
性

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
は
報
告
日
時
点
で
利
用

可
能
な
最
新
の
「
気
候
変
動
に
関
す

る
政
府
間
パ
ネ
ル
」（
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）

の
評
価
に
お
け
る
１
０
０
年
の
時
間

軸
に
基
づ
く
地
球
温
暖
化
係
数
（
Ｇ

る
経
過
措
置
の
取
り
込
み
方
と
し

て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
と
同
様
の
定
め

を
設
け
る
の
で
は
な
く
、「
一
律
遡

及
適
用
を
禁
止
し
、
適
用
初
年
度
の

期
首
よ
り
前
に
新
た
な
会
計
方
針
を

遡
及
適
用
し
た
場
合
の
適
用
初
年
度

の
累
積
的
影
響
額
を
適
用
初
年
度
の

期
首
の
利
益
剰
余
金
に
加
減
す
る
」

と
す
る
案
が
示
さ
れ
た
。

ⅱ　
Ｓ
Ｉ
Ｃ
Ｒ
の
判
定

Ｓ
Ｉ
Ｃ
Ｒ
の
判
定
に
関
し
て
、
Ｉ

Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
７
・
２
・
20
項
と
同
様
の

経
過
措
置
を
設
け
る
案
が
示
さ
れ
た
。

ⅲ　
分
類
お
よ
び
測
定

適
用
初
年
度
の
期
首
に
お
い
て
、

実
効
金
利
法
を
遡
及
適
用
す
る
こ
と

が
実
務
上
不
可
能
な
場
合
に
は
、
金

融
商
品
の
実
効
金
利
の
不
可
分
な
一

部
で
あ
る
手
数
料
に
つ
い
て
、
改
正

金
融
商
品
実
務
指
針
に
お
い
て
収
益

認
識
会
計
基
準
等
に
準
じ
て
会
計
処

理
で
き
る
要
件
を
満
た
し
て
い
る
と

み
な
す
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
案
が

示
さ
れ
た
。

ⅳ　
適
用
開
始
に
関
す
る
開
示

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
７
号
「
金
融
商
品
：
開

示
」
の
う
ち
、
予
想
信
用
損
失
に
関

す
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
適
用
開
始
に

関
連
す
る
規
定
の
一
部
を
、
予
想
信

用
損
失
適
用
指
針
に
お
い
て
設
け
る

と
す
る
案
が
示
さ
れ
た
。

②　
ス
テ
ッ
プ
４
を
採
用
し
た
場
合

ス
テ
ッ
プ
４
（
信
用
リ
ス
ク
に
関

す
る
デ
ー
タ
の
詳
細
な
整
備
が
な
さ

れ
て
い
な
い
金
融
機
関
に
適
用
さ
れ

る
会
計
基
準
の
開
発
）に
つ
い
て
は
、

固
定
の
経
過
措
置
を
追
加
し
な
い
と

の
案
が
示
さ
れ
た
。＊

委
員
か
ら
は
、
お
お
む
ね
賛
成
意

見
が
聞
か
れ
た
。

⑵　
他
の
企
業
会
計
基
準
等
の
修
正

案金
融
商
品
会
計
基
準
等
の
改
正
に

伴
う
他
基
準
修
正
と
し
て
、
関
連
当

事
者
基
準
等
、移
管
指
針
１
号「
ロ
ー

ン
・
パ
ー
テ
ィ
シ
ペ
ー
シ
ョ
ン
の
会

計
処
理
及
び
表
示
」
等
に
関
す
る
改

正
案
等
が
示
さ
れ
た
。

期
中
会
計
基
準
案
の
コ
メ
ン
ト
対
応

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
５
年
８

月
10
日
号
（
№
１
７
５
１
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、

企
業
会
計
基
準
公
開
草
案
83
号
「
期

中
財
務
諸
表
に
関
す
る
会
計
基
準

（
案
）」
等
に
寄
せ
ら
れ
た
コ
メ
ン
ト

へ
の
対
応
案
の
検
討
が
行
わ
れ
た
。

有
価
証
券
の
減
損
処
理
お
よ
び
棚

卸
資
産
の
簿
価
切
下
げ
に
係
る
方
法

に
つ
い
て
洗
替
法
が
原
則
と
さ
れ
た

こ
と
に
伴
い
、
固
定
資
産
の
減
損
と

切
放
し
法
と
の
関
係
を
結
論
の
背
景

に
明
示
す
べ
き
と
の
コ
メ
ン
ト
に
対

し
て
、
減
損
適
用
指
針
で
対
応
す
る

旨
の
対
応
案
な
ど
が
示
さ
れ
た
。
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江
島
一
彦・新
長
官
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

─
国
税
庁

税
　
　
務

７
月
に
国
税
庁
長
官
に
就
任
し
た

江
島
一
彦
氏
は
、
国
税
記
者
ク
ラ
ブ

と
の
会
見
に
応
じ
、
就
任
の
抱
負
等

を
語
っ
た
。

就
任
に
あ
た
っ
て
の
抱
負

「
あ
ら
ゆ
る
税
務
手
続
が
税
務
署

に
行
か
ず
に
で
き
る
社
会
」
と
い
う

将
来
像
に
向
け
、
ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
等
の

利
便
性
の
向
上
や
相
談
対
応
・
情
報

発
信
の
改
善
な
ど
、
こ
れ
ま
で
以
上

に
納
税
者
目
線
に
立
ち
、
さ
ま
ざ
ま

な
納
税
者
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め

て
い
く
。

「
年
収
の
壁
」
の
改
正
・
年
末
調
整

へ
の
対
応

国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
特
設

サ
イ
ト
を
開
設
し
て
、
Ｑ
＆
Ａ
や
各

種
様
式
等
の
随
時
掲
載
等
、
制
度
の

周
知
・
広
報
を
図
っ
て
い
る
。
今
後

は
、
年
末
調
整
に
向
け
て
、
説
明
会

の
開
催
や
講
師
派
遣
を
行
う
ほ
か
、

９
月
に
は
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
を
開
設

し
、
皆
様
か
ら
の
相
談
等
に
丁
寧
に

対
応
し
て
い
く
。

電
子
帳
簿
に
対
す
る
現
状
の
取
組

み
と
今
後
の
対
応

国
税
庁
で
は
、
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
や

動
画
の
公
開
等
、
幅
広
く
周
知
・
広

報
を
行
っ
て
き
た
。
引
き
続
き
、
制

度
の
着
実
な
定
着
に
向
け
て
、
事
業

者
に
ご
理
解
い
た
だ
け
る
よ
う
取
り

組
ん
で
い
く
。

税
務
調
査
の
今
後
の
取
組
み

申
告
・
決
算
情
報
や
法
定
調
書
な

ど
に
つ
い
て
、
Ａ
Ｉ
を
活
用
し
た
予

測
モ
デ
ル
を
用
い
て
分
析
し
、
申
告

漏
れ
の
可
能
性
が
高
い
納
税
者
を
的

確
か
つ
効
率
的
に
抽
出
し
、
深
度
あ

る
調
査
を
実
施
す
る
な
ど
の
取
組
み

を
進
め
て
い
く
。

小
宮
敦
史・新
局
長
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

─
東
京
国
税
局

税
　
　
務

東
京
国
税
局
長
の
小
宮
敦
史
氏
は

７
月
の
就
任
に
あ
た
り
国
税
記
者
ク

ラ
ブ
と
の
会
見
に
応
じ
、
抱
負
等
を

語
っ
た
。

就
任
に
あ
た
っ
て
の
抱
負

国
税
組
織
に
課
さ
れ
た
使
命
は
、

国
の
活
動
を
支
え
る
歳
入
を
確
保
す

る
た
め
に
、「
納
税
者
の
自
発
的
な

納
税
義
務
の
履
行
を
適
正
か
つ
円
滑

に
実
現
す
る
」
こ
と
で
あ
る
。
納
税

手
続
等
の
利
便
性
を
向
上
さ
せ
て
い

く
と
と
も
に
、
適
正
か
つ
公
平
な
課

税
・
徴
収
の
実
現
に
取
り
組
ん
で
い

く
。

Ｗ
Ｐ
）
の
数
値
と
は
異
な
る
Ｇ
Ｗ
Ｐ

の
数
値
を
用
い
る
こ
と
が
で
き
る
と

す
る
容
認
規
定
の
追
加
を
提
案
し
て

い
た
。

事
務
局
は
、
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
の
公
開
草

案
で
提
案
さ
れ
て
い
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
２
号
Ｂ
21
、
Ｂ
22
項
の
修
正
と
整

合
的
に
気
候
基
準
66
項
お
よ
び
68
項

を
改
正
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
。

委
員
か
ら
は
、賛
意
が
聞
か
れ
た
。

税
務
行
政
の
Ｄ
Ｘ

「
あ
ら
ゆ
る
税
務
手
続
が
税
務
署

に
行
か
ず
に
で
き
る
社
会
」
に
向
け

た
「
納
税
者
の
利
便
性
の
向
上
」、

効
果
的
な
税
務
調
査
や
滞
納
整
理
に

つ
な
げ
る
「
課
税
・
徴
収
事
務
の
効

率
化
・
高
度
化
」、
会
計
・
経
理
業

務
等
の
効
率
化
を
図
る
「
事
業
者
の

デ
ジ
タ
ル
化
促
進
」
を
３
本
の
柱
と

し
て
、
税
務
行
政
の
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し

て
い
く
。

富
裕
層
・
租
税
回
避
事
案
の
対
応

租
税
回
避
行
為
等
に
基
づ
く
非
違

を
取
り
こ
ぼ
す
こ
と
の
な
い
よ
う
、

継
続
的
に
納
税
者
や
そ
の
関
係
者
、

主
宰
法
人
な
ど
を
管
理
す
る
と
と
も

に
、
東
京
局
お
よ
び
大
阪
局
を
中
心

に
組
織
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
の
構
築
・
共

有
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

Ａ
Ｉ
・
デ
ー
タ
分
析
を
活
用
し
た

課
税
・
徴
収
の
効
率
化
・
高
度
化

分
析
結
果
を
活
用
し
、
納
税
者
の

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
リ
ス
ク
を
客
観

的
に
測
定
・
把
握
し
、
効
率
的
な
処

理
を
行
う
一
方
で
、
調
査
必
要
度
が

高
い
と
判
定
さ
れ
る
納
税
者
に
対
し

て
は
、
実
地
調
査
等
、
限
ら
れ
た
事

務
量
を
効
率
的
に
活
用
し
て
い
く
。

滞
納
整
理
に
お
い
て
は
、
応
答
予
測

モ
デ
ル
の
活
用
に
よ
り
、
応
答
率
の

向
上
を
図
る
と
い
っ
た
取
組
み
を
進

め
て
い
る
。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
後
の
対
応

令
和
６
年
分
の
申
告
に
お
い
て

は
、
新
た
に
課
税
事
業
者
と
な
っ
た

方
な
ど
に
申
告
の
留
意
点
等
を
周
知

す
る
取
組
み
を
実
施
し
た
。今
後
も
、

個
々
の
事
業
者
の
方
々
の
立
場
に
寄

り
添
っ
た
丁
寧
な
対
応
に
努
め
て
い

く
。税

務
行
政
の
Ｄ
Ｘ

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
お
よ
び
マ

イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
連
携
を
利
用
し
た
ス

マ
ホ
申
告
の
利
便
性
の
広
報
や
、
納

付
機
会
の
多
い
源
泉
所
得
税
の
自
主

納
付
分
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
の

利
用
拡
大
を
推
進
し
て
い
く
。

公
的
説
明
責
任
の
な
い
子
会
社
に
よ
る

開
示
の
軽
減
に
関
す
る
基
準
、修
正

─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

去
る
８
月
21
日
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
19
号
「
公
的
説
明
責
任
の

な
い
子
会
社
：
開
示
」
を
修
正
す
る

基
準
（
以
下
、「
本
修
正
」
と
い
う
）

を
公
表
し
た
。

２
０
２
４
年
５
月
に
公
表
さ
れ
た

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
19
号
は
、
一
定
の
要
件
を

満
た
す
非
上
場
の
子
会
社
（
以
下
、

「
公
的
説
明
責
任
の
な
い
子
会
社
」

と
い
う
）
に
つ
い
て
は
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
会
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国
際
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証
基
準

５
０
０
０
適
用
の
参
考
資
料
、公
表

─
Ｉ
Ａ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
監
査

去
る
８
月
14
日
、
国
際
監
査
・

保
証
審
議
会
（
Ｉ
Ａ
Ａ
Ｓ
Ｂ
）
は
、

国
際
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証
基

準
（
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ａ
）
５
０
０
０
「
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証
業
務
の
一
般
的

要
求
事
項
」（
以
下
、「
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ａ 

５
０
０
０
」
と
い
う
）
の
採
用
と
適

用
を
支
援
す
る
た
め
の
次
の
文
書
を

公
表
し
た
。
い
ず
れ
の
文
書
も
Ｉ
Ａ

Ａ
Ｓ
Ｂ
ス
タ
ッ
フ
に
よ
り
作
成
さ
れ

た
文
書
で
あ
り
、
基
準
書
で
あ
る
Ｉ

Ｓ
Ｓ
Ａ 

５
０
０
０
そ
の
も
の
に
変

更
を
加
え
る
も
の
で
は
な
い
。

①　

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ａ 

５
０
０
０
の
う
ち

限
定
的
保
証
に
関
す
る
部
分
の

抜

粋
（Extract of Lim

ited  
A

ssurance M
aterial from

 
ISSA 5000

）

②　
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ａ 

５
０
０
０
の
う
ち
合

理
的
保
証
に
関
す
る
部
分
の
抜

計
基
準
の
開
示
要
求
を
軽
減
す
る
こ

と
を
認
め
て
い
る
が
、
こ
う
し
た
開

示
の
軽
減
が
可
能
と
さ
れ
て
い
る
事

項
は
２
０
２
１
年
２
月
ま
で
に
公
表

さ
れ
て
い
た
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
会
計
基
準
に

規
定
さ
れ
て
い
た
事
項
に
限
定
さ
れ

て
い
た
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
そ
の
後
公
表
さ
れ
た

基
準
書
等
へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
Ｉ

Ｆ
Ｒ
Ｓ
19
号
の
公
表
後
に
検
討
を
行

う
こ
と
と
し
て
お
り
、
関
係
意
見
募

集
を
経
て
本
修
正
が
完
了
し
た
。

本
修
正
の
内
容

２
０
２
１
年
２
月
か
ら
２
０
２
４

年
５
月
ま
で
に
公
表
さ
れ
た
次
の
基

準
書
ま
た
は
基
準
書
の
修
正
に
よ
っ

て
導
入
さ
れ
た
開
示
要
求
に
つ
い

て
、
本
修
正
に
よ
り
公
的
説
明
責
任

の
な
い
子
会
社
が
一
定
の
開
示
の
軽

減
を
行
う
こ
と
が
可
能
と
さ
れ
た
。

・
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
18
号
「
財
務
諸
表
に
お

け
る
表
示
及
び
開
示
」

・「
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

契
約
」（
Ｉ
Ａ
Ｓ
７
号
お
よ
び
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
７
号
の
修
正
）

・「
国
際
的
な
税
制
改
革
―
第
２
の
柱

モ
デ
ル
ル
ー
ル
」（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
の

修
正
）

・「
交
換
可
能
性
の
欠
如
」（
Ｉ
Ａ
Ｓ

21
号
の
修
正
）

・「
金
融
商
品
の
分
類
及
び
測
定
の
修

正
」（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
お
よ
び
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
７
号
の
修
正
）

適
用
関
係
等

本
修
正
に
よ
り
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
19
号

の
発
効
日
で
あ
る
２
０
２
７
年
１
月

１
日
ま
で
に
有
効
と
な
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

会
計
基
準
の
変
更
が
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
19
号

に
反
映
済
み
と
な
り
、
今
後
も
、
新

し
い
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
会
計
基
準
に
基
づ
く

開
示
要
求
に
つ
い
て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
19

号
の
修
正
が
検
討
さ
れ
る
こ
と
が
想

定
さ
れ
て
い
る
。

粋
（Extract of Reasonable 
A

ssurance M
aterial from

 
ISSA 5000)

③　

よ
く
あ
る
質
問
：
サ
ス
テ

ナ
ビ
リ
テ
ィ
保
証
―
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ａ 

５
０
０
０
、Ｉ
Ｓ
Ａ
Ｅ 

３
０
０
０（
改

訂
）、
Ｉ
Ｓ
Ａ
Ｅ 

３
４
１
０
の
適

用
範
囲
（Frequently Asked 

Q
uestions: Sustainability 

A
ssurance – A

pplicability 
of ISSA

 5000, ISA
E 3000 

(Revised), and ISAE 3410

）

①
お
よ
び
②
の
文
書
は
、
Ｉ
Ｓ
Ｓ

Ａ 

５
０
０
０
が
合
理
的
保
証
と
限

定
的
保
証
の
両
方
の
業
務
を
扱
っ
て

い
る
一
方
で
、
こ
の
う
ち
１
つ
の
保

証
の
み
を
利
用
す
る
状
況
（
例
：
特

定
の
国
に
お
い
て
は
限
定
的
保
証
の

み
が
必
要
と
さ
れ
る
）
に
お
い
て
、

そ
の
保
証
に
つ
い
て
の
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ａ 

５
０
０
０
の
要
求
事
項
を
よ
り
容
易

に
識
別
す
る
た
め
に
作
成
さ
れ
た
Ｉ

Ｓ
Ｓ
Ａ 

５
０
０
０
の
抜
粋
で
あ
る
。

③
の
文
書
は
、
４
つ
の
Ｑ
＆
Ａ
を

通
し
て
、
Ｉ
Ａ
Ａ
Ｓ
Ｂ
基
準
を
採
用

す
る
法
域
に
お
い
て
２
０
２
６
年
12

月
に
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ａ 

５
０
０
０
が
発
効
し

た
後
は
、
現
行
の
基
準
で
あ
る
Ｉ
Ｓ

Ａ
Ｅ 

３
０
０
０
（
改
訂
）
お
よ
び

Ｉ
Ｓ
Ａ
Ｅ 

３
４
１
０
が
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
保
証
業
務
に
適
用
さ
れ
な
く

な
る
点
を
含
め
、サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

保
証
に
関
す
る
Ｉ
Ａ
Ａ
Ｓ
Ｂ
基
準
の

適
用
関
係
を
説
明
し
て
い
る
。

ま
た
、
こ
の
３
つ
の
文
書
の
公
表

と
あ
わ
せ
て
、
法
域
ご
と
の
Ｉ
Ｓ
Ｓ

Ａ 

５
０
０
０
の
採
用
状
況
を
示
し

た
情
報
も
更
新
さ
れ
、
３
つ
の
法
域

（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
メ
キ
シ
コ
、
香

港
）が
採
用
し
て
い
る
事
実
、お
よ
び
、

採
用
を
進
め
て
い
る
か
検
討
し
て
い

る
法
域
名
（
含
む
日
本
）
が
Ｉ
Ａ
Ａ

Ｓ
Ｂ
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
示
さ
れ
て
い

る
（
２
０
２
５
年
７
月
時
点
）。

解
釈
が
分
か
れ
る
Ｆ
Ｒ
Ｂ
議
長
の
講
演

内
容

金
　
　
融

米
国
西
部
ジ
ャ
ク
ソ
ン
ホ
ー
ル
で

８
月
22
日
に
行
わ
れ
た
パ
ウ
エ
ル
米

連
邦
準
備
制
度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）

議
長
の
講
演
は
、
市
場
に
と
っ
て
解

釈
の
分
か
れ
る
内
容
と
な
っ
た
。

Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
２
０
２
３
年
夏
以
降
、

政
策
金
利
を
４
・
５
０
～
５
・
５
０
％

に
据
え
置
き
、
高
水
準
を
１
年
以
上

維
持
し
て
い
る
。
同
国
の
２
０
２
４

年
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
２
・
８
％

だ
っ
た
が
、
２
０
２
５
年
前
半
は

１
％
前
半
に
と
ど
ま
る
予
想
だ
。
雇

用
も
２
０
２
４
年
平
均
で
月
16
・

８
万
人
の
増
加
が
、
直
近
３
カ
月
で

は
３
・
５
万
人
に
減
速
し
た
。
失
業

率
は
今
年
７
月
で
は
４
・
２
％
と
依

然
と
し
て
低
く
、
前
年
同
月
の
４
・

３
％
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
。
物
価
は

落
ち
着
き
を
取
り
戻
し
つ
つ
も
目
標

を
上
回
る
。
２
０
２
４
年
に
２
％

台
前
半
で
推
移
し
た
個
人
消
費
支

出
（
Ｐ
Ｃ
Ｅ
）
は
、
２
０
２
５
年
７

月
に
総
合
２
・
６
％
、
コ
ア
２
・
９
％

と
高
止
ま
り
し
た
。
関
税
引
上
げ
が

輸
入
品
価
格
上
昇
に
つ
な
が
る
と
の

見
方
も
あ
る
。
こ
の
た
め
景
気
減
速

と
物
価
上
昇
が
併
存
す
る
局
面
と
な

り
、
パ
ウ
エ
ル
議
長
が
「
デ
ー
タ
次

第
で
柔
軟
に
判
断
す
る
」
と
述
べ
た

点
は
、
追
加
利
上
げ
を
急
が
な
い
ハ

ト
派
的
姿
勢
と
受
け
止
め
ら
れ
た
。

た
だ
し
、
講
演
後
半
で
示
さ
れ
た
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この20日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考

2025年
8月20日

補足文書「ガイダンス文
書『IFRS S2号に従った
企業の気候関連の移行
についての情報（移行計
画に関する情報を含む）
の開示』」

SSBJ

SSBJは、ISSB基準に関する付属ガイダンスおよび教育的資料のうち、ISSB基準の適
用において参考となるものについて、わが国のサステナビリティ開示基準の適用にあ
たって参考にできるよう、補足文書と位置づけている。本文書は、2025年6月23日に
ISSBより公表されたガイダンス文書「IFRS S2号に従った企業の気候関連の移行につ
いての情報（移行計画に関する情報を含む）の開示」をSSBJ基準の補足文書として公表
したもの。
https://www.ssb-j.jp/jp/news_release/403865.html　

2025年
8月20日

補 足 文 書「教 育 的 資 料
『ISSB基準を適用する際
のISSBの産業別ガイダ
ンスの使用』」

SSBJ

上欄と同様の観点から、2025年7月10日にISSBより公表された教育資料「ISSB基準
を適用する際のISSBの産業別ガイダンスの使用」をSSBJ基準の補足文書として公表し
たもの。
https://www.ssb-j.jp/jp/news_release/403865.html　

2025年
8月22日

内閣府令75号
「財務諸表等の用語、様式
及び作成方法に関する規
則等の一部を改正する内
閣府令」等

金融庁

ASBJにおいて、改正移管指針9号「金融商品会計に関する実務指針」、企業会計基準34
号「リースに関する会計基準」等の修正を公表したこと等を受け、財務諸表等規則等お
よび財務諸表等規則ガイドラインについて所要の改正を行うもの。組合等の構成資産
に含まれるすべての市場価格のない株式について時価をもって評価することが許容さ
れたことを踏まえ、当該会計処理を行った場合に必要な注記事項等を定めている。
https://www.fsa.go.jp/news/r7/sonota/20250822/20250822.html　

政
策
枠
組
み
の
改
訂
は
、
タ
カ
派
的

色
彩
を
帯
び
る
。
２
０
２
０
年
に
導

入
さ
れ
た
「
平
均
イ
ン
フ
レ
目
標
」

は
撤
回
さ
れ
、
再
び
「
２
％
目
標
」

と
「
柔
軟
対
応
」
に
戻
さ
れ
た
。
イ

ン
フ
レ
を
一
定
期
間
２
％
超
で
容
認

す
る
戦
略
は
、
２
０
２
１
年
以
降
の

高
イ
ン
フ
レ
下
で
機
能
せ
ず
、
市
場

に
誤
解
を
与
え
た
と
総
括
さ
れ
た
。

「
雇
用
の
不
足
（shortfalls

）」
と

い
う
表
現
も
削
除
さ
れ
、
労
働
市
場

が
過
熱
す
れ
ば
予
防
的
に
引
き
締
め

る
余
地
を
残
し
た
。

こ
の
講
演
は
、
表
面
的
に
は
景
気

減
速
に
配
慮
す
る
ハ
ト
派
的
な
響
き

を
伴
っ
た
が
、
政
策
の
骨
格
は
イ
ン

フ
レ
抑
制
を
最
優
先
す
る
タ
カ
派
的

枠
組
み
に
再
構
築
さ
れ
た
。
市
場
の

早
期
利
下
げ
観
測
を
抑
え
る
効
果
を

持
ち
、
短
期
的
に
は
タ
カ
派
シ
グ
ナ

ル
と
解
釈
さ
れ
る
。
他
方
で
景
気
下

振
れ
が
進
め
ば
利
下
げ
余
地
は
残
さ

れ
、
中
長
期
的
に
は
ハ
ト
派
的
余
地

を
内
包
す
る
内
容
で
あ
っ
た
。

今
後
の
政
策
運
営
は
一
層
慎
重
な

舵
取
り
を
迫
ら
れ
る
と
み
ら
れ
る
。

相
互
関
税
決
着
後
の
世
界
の
株
価

証
　
　
券

米
国
と
貿
易
相
手
国
と
の
相
互
関

税
を
め
ぐ
る
交
渉
は
、
妥
結
期
限
の

８
月
１
日
ま
で
に
決
着
し
た
国
が
多

く
、
そ
の
関
税
率
は
交
渉
前
に
示
さ

れ
て
い
た
水
準
よ
り
低
下
し
た
。
こ

れ
を
受
け
て
、
７
月
末
か
ら
下
落
気

味
で
あ
っ
た
世
界
の
株
価
・
株
価
指

数
は
、
８
月
１
日
を
底
に
反
発
、
上

昇
に
転
じ
た
。

ト
ラ
ン
プ
政
権
の
再
登
場
以
来
、

世
界
の
株
式
市
場
に
と
っ
て
最
大
の

懸
案
で
あ
っ
た
関
税
問
題
は
有
力
国

の
交
渉
継
続
と
い
う
問
題
は
あ
る

が
、
８
月
の
各
国
の
株
価
推
移
は
、

米
関
税
引
上
げ
の
経
済
・
社
会
へ
の

打
撃
を
過
大
視
す
る
必
要
は
な
い
こ

と
を
示
唆
し
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
。

関
税
と
経
済
の
関
係
は
、
主
権
国

家
の
利
害
が
複
雑
に
絡
み
合
う
だ
け

に
、
そ
の
影
響
を
予
想
す
る
こ
と
は

難
し
く
、不
確
実
の
一
語
に
尽
き
る
。

し
か
し
、
今
回
の
相
互
関
税
率
の
多

く
は
15
％
と
な
っ
た
こ
と
に
世
界
中

の
株
式
市
場
は
安
堵
し
た
よ
う
だ
。

特
に
Ｅ
Ｕ
の
株
価
は
、
８
月
は
堅
調

に
推
移
し
、
米
国
、
ア
ジ
ア
の
株
価

が
中
旬
以
降
に
い
っ
た
ん
調
整
色
を

み
せ
た
も
の
の
、
Ｅ
Ｕ
の
株
価
は
上

昇
軌
道
を
外
れ
な
か
っ
た
。

し
か
し
、
８
月
下
旬
に
入
る
と
、

米
国
株
価
は
、
米
連
邦
準
備
制
度
理

事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
の
パ
ウ
エ
ル
議
長

が
講
演
で
雇
用
の
下
振
れ
リ
ス
ク
の

強
ま
り
に
言
及
し
て
、
９
月
の
利
下

げ
を
ほ
の
め
か
し
た
、
と
し
て
大
き

く
反
発
し
た
。
こ
れ
を
受
け
、
ア
ジ

ア
の
株
価
も
中
旬
後
半
の
も
た
つ
き

か
ら
脱
出
、
Ｅ
Ｕ
の
株
価
は
上
昇
姿

勢
を
強
め
た
。

米
国
や
ア
ジ
ア
の
株
価
の
動
き

は
、
や
は
り
関
税
の
重
荷
を
気
に
し

て
い
た
こ
と
の
反
映
で
あ
ろ
う
。
米

国
で
は
今
年
春
か
ら
物
価
上
昇
、
商

品
値
上
げ
が
広
が
り
、
景
気
後
退
に

よ
る
雇
用
情
勢
悪
化
も
伝
わ
っ
て
き

た
。現

状
は
、
関
税
引
上
げ
の
影
響
は

ま
だ
ご
く
緩
や
か
と
い
え
よ
う
。
特

に
日
本
で
は
、
当
初
、
25
％
と
さ
れ

て
い
た
相
互
関
税
率
が
15
％
で
決
着

し
た
こ
と
を
喜
び
、
不
人
気
に
あ
え

ぐ
石
破
内
閣
の
手
柄
の
よ
う
な
雰
囲

気
が
あ
る
。
し
か
し
、
関
税
15
％
の

影
響
は
こ
れ
か
ら
で
あ
る
。
対
米
輸

出
依
存
度
の
高
い
製
造
業
の
コ
ス
ト

ア
ッ
プ
対
策
で
こ
と
が
済
む
は
ず
が

な
い
。
現
在
、
順
調
に
み
え
る
株
価

は
決
し
て
盤
石
な
地
盤
の
上
に
立
っ

て
い
な
い
こ
と
を
自
覚
す
る
必
要
が

あ
ろ
う
。


